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１．経 営 成 績 等 の 概 況 

 

（１）当期の経営成績の概況 

当連結会計年度におけるわが国経済は、良好な企業業績や雇用・所得環境の改善に加え、

日銀による金融緩和の継続などを背景に、日経平均株価も一時２万４千円台まで上昇する動

きが見られるなど、緩やかな回復基調で推移いたしました。 

  建設業界におきましては、公共設備投資が底堅く推移するとともに、民間設備投資も企業の

慎重姿勢はあるものの、潤沢なキャッシュフローに支えられて緩やかに増加いたしました。し

かし一方で、人件費をはじめとした建設コストの高止まり傾向等により、収益確保の面では厳

しい環境が続きました。 

 

このような状況の中、当社グループは 2016年度を初年度とする中期経営計画『Next Stage 

2018』（2016～2018）の２年目として、次の成長ステージに向かうべく、引き続き経営の合理

化・効率化を推進し、経営資源を最大限に活かして、より一層の収益力向上を推し進めてま

いりました。 

その結果、当連結会計年度の業績につきましては、積極的な営業活動を展開し、受注の獲

得に努め、安全を第一として、卓越した技術と誠実で高品質な施工により、売上高は 526 億

２千９百万円（前期は 546億１百万円）となりました。 

利益につきましては、経営の効率化を推進し、収益の向上に努めた結果、営業損益は 39億

５千７百万円の営業利益（前期は 45億５千１百万円の営業利益）、経常損益は 46 億５千４百

万円の経常利益（前期は 51 億３千５百万円の経常利益）、親会社株主に帰属する当期純損益

は 38 億６千９百万円の当期純利益（前期は 35億８千４百万円の当期純利益）となりました。 

 

事業の種類別セグメントの連結業績は次のとおりであります。 

 

（電気設備工事業） 

電気設備工事業につきましては、受注工事高は 565 億４千万円（前期は 524 億１千１百万

円）、完成工事高は 490 億６千９百万円（前期は 509億２千９百万円）、営業利益は 59億３百

万円（前期は 63億１百万円の営業利益）となりました。 

［鉄道電気設備部門］ 

鉄道電気設備工事につきましては、東日本旅客鉄道株式会社の安全・安定輸送に伴う設備

更新工事等により、受注工事高は 331 億５千万円（前期は 299 億８千６百万円）、完成工事

高は 309 億７千１百万円（前期は 314億５千５百万円）となりました。 

（注）鉄道電気設備工事とは、ＪＲ各社及び独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構 

等の信号保安設備、電車線路設備、発変電設備、電灯電力設備、電気通信設備、送電 

線路設備等の工事をいいます。 
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［道路設備部門］ 

道路設備工事につきましては、高速道路会社各社の標識工事、電気通信工事、警視庁及び

各警察本部の交通信号機工事等により、受注工事高は 103 億８千１百万円（前期は 83 億５

千８百万円）、完成工事高は 87 億９千１百万円（前期は 96億４百万円）となりました。 

（注）道路設備工事とは、高速道路会社各社及び各都道府県警察等の道路標識、道路標示、 

交通信号機、道路情報制御システム、遮音壁等の交通安全付帯設備の設計、施工、メ 

ンテナンス等の工事をいいます。 

［屋内外電気設備部門］ 

屋内外電気設備工事につきましては、官公庁施設・商業施設・銀行関連施設等の電気設備

新設・改修工事、民間事業者による太陽光発電設備工事等により、受注工事高は 78 億４千

９百万円（前期は 48 億２千３百万円）、完成工事高は 35 億９千万円（前期は 47 億８千７百

万円）となりました。 

（注）屋内外電気設備工事とは、受変電設備、自家発電設備、動力設備、電灯設備、電話設 

   備、ＬＡＮ等情報関連設備、自動火災報知設備、その他通信関連設備等建築物に施設 

   される屋内電気設備と、太陽光発電、光通信ケーブル布設、屋外施設照明、テレビ電 

波障害対策等の屋外電気設備に関し、企画、設計から施工、メンテナンスまでの工事 

をいいます。 

［送電線部門］ 

送電線工事につきましては、電力会社各社の架空送電線路工事、通信事業会社各社の情

報通信工事等により、受注工事高は 51 億５千９百万円（前期は 92 億４千３百万円）、完成

工事高は 57 億１千５百万円（前期は 50億８千２百万円）となりました。 

（注）送電線工事とは、電力会社各社、電源開発株式会社等の送電線路、電気通信設備の工事 

をいいます。 

 

（兼業事業） 

兼業事業につきましては、主に道路標識、交通安全用品の販売等により、売上高は 31 億４

千７百万円（前期は 32 億７千１百万円）、営業利益は３億２千６百万円（前期は３億５千９

百万円の営業利益）となりました。 

 

（不動産賃貸事業） 

不動産賃貸事業につきましては、主にオフィスビルの賃貸等により、売上高は４億１千２

百円（前期は４億円）、営業利益は１億４千９百万円（前期は１億６千１百万円の営業利益）

となりました。 
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（２）当期の財政状態の概況 

  当連結会計年度末における総資産につきましては、前連結会計年度末に比べ 46 億８百万円

増加し、723 億９千万円となりました。 

 （受取手形・完成工事未収入金等で 32億９千３百万円の増加、建物・構築物で 35 億１千９百

万円の増加、投資有価証券で８億６百万円の増加、現金預金で 34 億５千２百万円の減少） 

負債につきましては、前連結会計年度末に比べ８億６千３百万円増加し、259 億６千３百万

円となりました。 

（未払金で 10 億２千４百万円の増加、預り金で６億８千７百万円の増加、未払法人税等で３

億１千１百万円の減少） 

純資産につきましては、前連結会計年度末に比べ 37 億４千５百万円増加し、464 億２千７

百万円となりました。 

（利益剰余金で 34 億９千２百万円の増加、その他有価証券評価差額金で２億１百万円の増加） 

 

（３）当期のキャッシュ・フローの概況 

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）の期末残高は、営業

活動、投資活動及び財務活動による資金の流出により前連結会計年度末より 34 億５千２百万

円減少し、67 億２千２百万円となりました。各キャッシュ・フローの状況は次のとおりです。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動によるキャッシュ・フローの流出額は、５億８千５百万円（前連結会計年度は、

29 億４千４百万円の流入）となりました。これは主に、税金等調整前当期純利益の計上に

よる資金の流入、売上債権の増加及び法人税等の支払による資金の流出によるものでありま

す。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動によるキャッシュ・フローの流出額は、22億４百万円（前連結会計年度は、６億

９百万円の流出）となりました。これは主に、投資有価証券の売却による資金の流入、有形

固定資産の取得による資金の流出によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）   

財務活動によるキャッシュ・フローの流出額は、６億６千２百万円（前連結会計年度は、

６億６千２百万円の流出）となりました。これは主に、ファイナンス・リース債務の返済及

び配当金の支払による資金の流出によるものであります。 

 

 なお、当社キャッシュ・フロー指標のトレンドにつきましては下記のとおりです。 

項   目 

 

平成２６年 

３月期 

平成２７年 

３月期 

平成２８年 

３月期 

平成２９年 

３月期 

平成３０年 

３月期 

自己資本比率(%) ５６．１ ６０．４ ６０．８ ６３．０ ６４．１ 

時価ベースの自己資本比率(%) ３２．０ ３４．６ ３３．１ ４４．３ ５０．１ 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率 ３．４ ０．２ ０．０ ０．０ － 

インタレスト・カバレッジ・レシオ ６．７ ４２．９ １０８．２ ８７．０ － 
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１． 各指標の算出方法は以下のとおりであります。 

   自己資本比率       ： 自己資本／総資産 

   時価ベースの自己資本比率 ： 株式時価総額／総資産 

   ｷｬｯｼｭ・ﾌﾛｰ対有利子負債比率： 有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

   ｲ ﾝ ﾀ ﾚ ｽ ﾄ ･ ｶ ﾊ ﾞ ﾚ ｯ ｼ ﾞ ･ ﾚ ｼ ｵ ： 営業キャッシュ・フロー／利払い 

２． 各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。 

３． 株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出し

ております。 

４． 営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッ

シュ・フローを使用しております。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている

負債のうち、リース債務を除く利子を支払っている負債を対象としております。また、

利払いにつきましては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用してお

ります。 

５． 平成 30年３月期のキャッシュ・フロー対有利子負債比率及びインタレスト・カバレッ

ジ・レシオについては、営業キャッシュ・フローがマイナスのため表示しておりませ

ん。 

 

（４）今後の見通し 

今後の日本経済につきましては、底堅い内外需を背景に、引き続き景気は緩やかながらも回

復傾向が続くものと想定されています。しかしながら、世界に目を向けると、輸入制限発動を

はじめとした米国の政策運営をめぐる不透明感や、北朝鮮・中東情勢などの地政学的リスク、

国内においても個人消費の持ち直し動向、不足する労働力など、景気を下振れさせる懸念材料

が山積しており、引き続き楽観視できない状況となっております。 

 

  建設業界におきましては、住宅投資が弱含みで推移する見通しとなっているものの、公共設

備投資、民間設備投資ともに昨年度の水準を維持するものと見られ、概ね安定した市場環境が

想定されておりますが、技術者や技能労働者といった担い手不足が益々顕在化しており、国が

進める働き方改革の着実な進捗に合わせ、設計、施工から維持管理、更新といったあらゆるプ

ロセスにおいて抜本的な生産性の向上が求められております。 

 

このような状況の中、当社は「人を育て、人を大切にする人間企業ＮＲ」の実現を目指し

て、本年４月に新たな総合研修センターを開設いたしました。この施設を中核として、安全

文化と高い専門性を兼ね備えた人材を育成し、国民生活を基盤から支えているプライドを持

って、ご発注者様の負託に応えてまいります。 

また今年度は、中期経営計画『Next Stage 2018』の最終年度として、引き続き計画達成 

に向けた４つの戦略課題を着実に推し進め、より一層の収益力向上に努めてまいります。 
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  次期の業績見通し 

  （連結）                 （個別） 

売上高 58,000百万円 

営業利益 4,500百万円 

経常利益 4,990百万円 

親会社株主に帰属

する当期純利益 
3,460百万円 

 

これらの業績予想につきましては、現時点において合理的であると判断するデータに基づいて作成 

したものであります。実際の業績は、今後様々な要因によって予想数値と異なる可能性があります 

ので、業績予想に大きな影響が見込まれる場合には、速やかに開示いたします。 

 

 

（５）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

当社は、株主の皆様への利益還元を経営の重要課題と位置付けており、経営体質の強化な

らびに将来の事業展開に備えるための内部留保を確保しつつ、配当性向にも配慮しながら安

定的な配当を継続していくことを基本方針といたしております。 

平成 30 年３月期の期末配当金につきましては、当期の業績や財政状態、今後の事業展開

等を総合的に勘案いたしまして、当初予定しておりました 15 円から３円増配して、１株当

たり 18円を予定しております。 

次期の配当金につきましては、上記の基本方針を踏まえ、当社普通株式１株につき 18 円

とする予定であります。 

 

 

２．会 計 基 準 の 選 択 に 関 す る 基 本 的 な 考 え 方 

当社グループの業務は、現在日本国内に限定されており、当面は日本基準に基づき連結財務諸

表を作成する方針であります。なお、国内外の諸情勢を考慮の上、国際財務報告基準（ＩＦＲＳ）

の適用の検討を進めていく方針であります。 

 

売上高 53,060百万円 

経常利益 3,910百万円 

当期純利益 2,710百万円 
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（５）継続企業の前提に関する注記

該当事項なし。

（６）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

１ 連結の範囲に関する事項

連結子会社の数　７社

㈱保安サプライ

㈱シーディーサービス

㈱保工北海道

㈱保工東北

ＮＲ電車線テクノ㈱

交通安全施設㈱

ＮＲシェアードサービス㈱

非連結子会社の名称等

ＮＲ信号システム㈱

(連結の範囲から除いた理由)

２ 持分法の適用に関する事項

持分法適用の関連会社数　２社

日本鉄道電気設計㈱

東日本電気エンジニアリング㈱

持分法を適用しない非連結子会社

ＮＲ信号システム㈱

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項

非連結子会社は、小規模会社であり、総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余
金（持分に見合う額）等は、いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないためである。

持分法を適用していない非連結子会社は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見
合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結財務諸表に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全
体としても重要性がないため、持分法の適用範囲から除外している。

連結子会社の決算日は、連結決算日と一致している。
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４ 会計処理基準に関する事項

① 重要な資産の評価基準及び評価方法

有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

時価のないもの

移動平均法による原価法

たな卸資産

未成工事支出金

個別法による原価法

商品及び製品、仕掛品、材料貯蔵品

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法

有形固定資産（リース資産を除く）

無形固定資産

定額法によっている。

リース資産

③ 重要な引当金の計上基準

貸倒引当金

完成工事補償引当金

工事損失引当金

決算期末日の市場価格等に基づく時価法

金銭債権の取立不能による損失に備えるため設定しており、一般債権については貸倒実績率により、
貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上している。

受注工事の損失に備えるため、工事損失の発生が見込まれ、かつ、その金額を合理的に見積もること
ができる工事について、その損失見積額を計上することとしている。

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

移動平均法による原価法（連結貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法に
より算定）

定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに平成28年４
月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法）によっている。なお、耐用年数
及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっている。

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっている。
また、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法に
よっている。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

完成工事にかかる責任補修費用の支出に備えるため設定しており、完成工事高に対する将来の見積補
償額に基づいて計上している。
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賞与引当金

役員賞与引当金

役員退職慰労引当金

④ 完成工事高の計上基準

⑤ 退職給付に係る会計処理の方法

退職給付見込額の期間帰属方法

数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

⑥ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

⑦ その他連結財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

数理計算上の差異については、発生時の翌連結会計年度に一括費用処理している。

連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可
能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日か
ら３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなる。

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法に
ついては、給付算定式基準によっている。

過去勤務費用については、発生時に一括費用処理することとしている。

従業員に支給する賞与に備えるため、当連結会計年度に対応する支給見込額を計上している。

消費税等の会計処理は、税抜方式によっている。
ただし、資産に係る控除対象外消費税等は、発生した連結会計年度の期間費用としている。

当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行基準
（工事の進捗率の見積は原価比例法）を、その他の工事については工事完成基準を適用している。

役員退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上している。

役員に支給する賞与に備えるため、当連結会計年度に対応する支給見込額を計上している。
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（７）連結財務諸表に関する注記事項

（セグメント情報等）

1. 報告セグメントの概要

2. 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額の算定方法

3. 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額に関する情報

（前連結会計年度）　（ 自 28. 4. 1  至 29. 3. 31 ）

　売上高

外部顧客への売上高

　その他の項目

減価償却費

1. (1)

(2)

(3)

(4)

2.

△ 2,271,232

―

連結財務諸表
計上額

― 1,226,419

55,827,951

　セグメント利益

54,601,531

セグメント間の内部売上高
又は振替高

△ 1,226,419

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が経
営資源の配分の決定や、業績を評価するために定期的に点検を行う対象となっているものである。
当社は、事業内容として「電気設備工事」、「標識等の製造・販売」及び「不動産の賃貸」に区分さ
れ、それぞれ事業活動を展開している。従って、当社ではこれらの事業内容を基礎とし「電気設備工事
業」、「兼業事業」及び「不動産賃貸事業」の３つを報告セグメントとしている。
「電気設備工事業」は、鉄道電気設備、道路設備、屋内外電気設備、送電線設備の工事を行っている。
「兼業事業」は、ケーブルの接続材料、鉄道標識、道路標識等の製造及び販売を行っている。
「不動産賃貸事業」は、当社が所有する土地、建物等の賃貸を行っている。

（単位：千円）

―

675,935

計 △ 1,226,419 54,601,531

758,076478,183 130,006

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事
項」における会計処理の方法と概ね同一である。なお、報告セグメント間の取引は、連結会社間の取引
であり、市場価格等に基づいている。

151,275 724,139280,604 572,863

　セグメント資産

67,745

（注） セグメント利益の調整額△2,271,232千円には、セグメント間取引消去31,169千円、各報告セグメントに配
分していない全社費用△2,302,402千円が含まれている。全社費用は、報告セグメントに帰属しない一般管
理費である。

有形固定資産及び無形固定
資産の増加額

71,470

26,707,915 67,781,8081,882,903

82,140

6,301,776

34,886,666

359,975

50,929,377 3,271,941 54,601,531

161,211

25,130

425,343

電気設備
工事業

兼業事業 合計
不動産賃貸

事業

調整額

4,551,7316,822,964

41,073,8934,304,323

セグメント資産の調整額26,707,915千円は、主に各報告セグメントに配分していない全社資産である。

220,788

報告セグメントごとの負債は、経営資源の配分の決定及び業績評価に使用していないため、記載していな
い。

有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額151,275千円は、全社資産の増加によるものである。

50,929,377

1,201,289

4,473,230

400,212

セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。

報告セグメント
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（当連結会計年度）　（ 自 29. 4. 1  至 30. 3. 31 ）

　売上高

外部顧客への売上高

　その他の項目

減価償却費

1. (1)

(2)

(3)

(4)

2.

（関連情報）

（前連結会計年度）　（ 自 28. 4. 1  至 29. 3. 31 ）

① 製品及びサービスごとの情報

② 地域ごとの情報

売上高

海外売上高がないため、記載していない。

有形固定資産

海外に所在する固定資産がないため、記載していない。

③ 主な顧客ごとの情報

（当連結会計年度）　（ 自 29. 4. 1  至 30. 3. 31 ）

① 製品及びサービスごとの情報

② 地域ごとの情報

売上高

海外売上高がないため、記載していない。

有形固定資産

海外に所在する固定資産がないため、記載していない。

顧客の名称又は氏名

東日本旅客鉄道㈱

売上高

（単位：千円）

28,754,626

関連するセグメント名

53,763,247

△ 2,423,095

72,390,755

3,957,292

52,629,034

691,985 83,515

27,647,381

(2)

有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額4,078,797千円は、全社資産の増加によるものである。

セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。

報告セグメントごとの負債は、経営資源の配分の決定及び業績評価に使用していないため、記載していな
い。

154,353

1,004,514
有形固定資産及び無形固定
資産の増加額

（注） セグメント利益の調整額△2,423,095千円には、セグメント間取引消去32,048千円、各報告セグメントに配
分していない全社費用△2,455,143千円が含まれている。全社費用は、報告セグメントに帰属しない一般管
理費である。

セグメント情報に同様の内容を開示しているため、記載を省略している。

計 49,069,340

　セグメント利益 5,903,949 326,837 149,601

4,251,659 442,247

6,380,388

　セグメント資産

775,500

4,078,797 5,083,311

457,508 80,123

206,182

△ 1,134,212 ―

― 52,629,034

（単位：千円）

△ 1,134,212

電気設備工事業、兼業事業

(2)

(1)

兼業事業
不動産賃貸

事業
合計

49,069,195 3,147,804 412,034 52,629,034

報告セグメント

電気設備
工事業

1,103,854
セグメント間の内部売上高
又は振替高

30,213145

連結財務諸表
計上額

1,134,212

調整額

(1)

38,773,972 1,737,102 4,232,298 44,743,373

691,023 107,308

セグメント資産の調整額27,647,381千円は、主に各報告セグメントに配分していない全社資産である。

セグメント情報に同様の内容を開示しているため、記載を省略している。
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③ 主な顧客ごとの情報

（報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報）

（前連結会計年度）　（ 自 28. 4. 1  至 29. 3. 31 ）

　減損損失

（当連結会計年度）　（ 自 29. 4. 1  至 30. 3. 31 ）

　減損損失

（報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報）

（前連結会計年度）　（ 自 28. 4. 1  至 29. 3. 31 ）

該当事項なし。

（当連結会計年度）　（ 自 29. 4. 1  至 30. 3. 31 ）

該当事項なし。

（報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報）

（前連結会計年度）　（ 自 28. 4. 1  至 29. 3. 31 ）

該当事項なし。

（当連結会計年度）　（ 自 29. 4. 1  至 30. 3. 31 ）

該当事項なし。

（単位：千円）

東日本旅客鉄道㈱

1,230

兼業事業 不動産賃貸事業

― 100,171―

電気設備工事業 全社

（単位：千円）

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

合計

101,401

合計

― ― 1,454 57,708

28,039,985 電気設備工事業、兼業事業

59,163

（単位：千円）

電気設備工事業 兼業事業 不動産賃貸事業 全社
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（１株当たり情報）

１株当たり純資産額 円 円

１株当たり当期純利益 円 円

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益

１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりである。

親会社株主に帰属する当期純利益

普通株主に帰属しない金額

普通株式の期中平均株式数

（重要な後発事象）

（前連結会計年度）　（ 自 28. 4. 1  至 29. 3. 31 ）

該当事項なし。

（当連結会計年度）　（ 自 29. 4. 1  至 30. 3. 31 ）

該当事項なし。

普通株式に係る親会社株主に帰属する
当期純利益

自　29. 4. 1

－

142.53

（千円）

（千円）

至　29. 3.31
自　28. 4. 1

（前連結会計年度）

なお、潜在株式調整後１株当たり当期
純利益金額については、潜在株式がな
いため、記載していない。

（注）

3,584,991

1,696.96

自　28. 4. 1

至　30. 3.31
自　29. 4. 1

至　30. 3.31至　29. 3.31

（前連結会計年度）

25,151,748

（千円）

25,151,843（株）

3,584,991

－

3,869,959

1,845.89

（当連結会計年度）

3,869,959

（当連結会計年度）

153.86

同左
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(部門別明細表)

前連結会計年度　(自　平成28年4月1日　至　平成29年3月31日)

(電気設備工事業） (電気設備工事業）

当連結会計年度　(自　平成29年4月1日　至　平成30年3月31日)

(電気設備工事業） (電気設備工事業）

構成比率

送 電 線 5,082,068 9.3

57.2

4,787,093

鉄 道 電 気 設 備 31,455,818

9.2

％

93.3

8.8

％

57.6

千円

当連結会計年度

売　上　高

3,271,941

受　注　高 売　上　高

（平成29年3月期）

前連結会計年度

（平成29年3月期）

前連結会計年度
構成比率

49,069,195

412,034

合 計 56,540,663 100.0 合 計

(不動産賃貸事業)

(兼業事業)

100.0

0.8

52,629,034

3,147,804 6.0

10.9

93.2

屋内外電気設備

送 電 線

8,791,484 16.7

屋内外電気設備

5,715,399

千円

鉄 道 電 気 設 備 29,986,872

7,849,157

10,381,590

5,159,481

％

30,971,523

小 計

6.8

屋内外電気設備

(兼業事業)

3,590,787

千円

道 路 設 備

50,929,377

送 電 線

13.9

58.6

道 路 設 備 8,358,201 16.0 17.6道 路 設 備 9,604,397

58.8

構成比率
（平成30年3月期）

(不動産賃貸事業) 400,212 0.7

9,243,901 17.6

屋内外電気設備 4,823,004

6.0

18.4

送 電 線

構成比率

9.1

％

小　　　　　計

鉄 道 電 気 設 備

道 路 設 備

鉄 道 電 気 設 備

当連結会計年度

（平成30年3月期）

100.0

受　注　高

千円

33,150,433

合 計 52,411,979 54,601,531 100.0合 計
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